
第112期
定時株主総会
招集ご通知

日時
令和元年６月27日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）
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証券コード：5491
令和元年６月12日

株 主 各 位
東京都板橋区舟渡四丁目10番１号

取締役社長 下 川 康 志
　

第112期定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第112期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ

うご通知申しあげます。
なお、当日ご出席いただけない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、

お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示いただき、令和元年６月26日(水曜日)午後５時30分までに到着するようご送付く
ださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

　

1. 日 時 令和元年６月27日（木曜日）午前10時
2. 場 所 東京都港区芝五丁目30番７号 当社本社事務所 ５階
3. 会議の目的事項

報告事項 １．第112期（自平成30年４月１日 至平成31年３月31日）事業報告、連
結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の
件
２．第112期（自平成30年４月１日 至平成31年３月31日）計算書類報告
の件

決議事項
第１号議案 取締役７名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件
第３号議案 当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）継続の件
第４号議案 補欠監査役２名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し

あげます。
なお、本株主総会招集ご通知に掲載しております事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに株主総会参考書

類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（URL https://www.nipponkinzoku.co.jp）
に掲載させていただきます。
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添付書類 事 業 報 告
（自 平成

至 平成
30
31
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

１．企業集団の現況
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度のわが国経済は、好調な企業収益を背景とした雇用・所得環境の改善や設
備投資の増加などに支えられ、引き続き概ね堅調に推移しました。海外におきましては、米
国では財政支出の拡大や減税効果による個人消費並びに設備投資の拡大などにより回復基調
が継続しましたが、中国では設備投資や個人消費が鈍化するなど成長の減速が見られまし
た。
ステンレス業界におきましては、底堅い景気推移を背景に、建設関連需要や製造業向けな

ど、足下の堅調な需要は継続しておりますが、引き続き海外メーカーの能力増強などによる
供給過剰や中国の景気減速による需要減退の影響などが懸念されます。
このような状況のもと、当社グループは、主資材の安定調達、生産効率の改善に引き続き

取り組むと共に、これらの努力では吸収しきれない副資材や物流、エネルギーコストの上昇
に対して、販売価格の適時な是正に努めることなどにより収益の維持向上を行いました。さ
らに、当社グループの独自性を発揮した自動車用光モール向けステンレスや自動車用高精度
異形鋼などの成長製品の増産増販対応を行うと共に、多種多様な素材を複合成形する「マル
チ＆ハイブリッドマテリアル」製品、最終製品の形状に近い複雑な成形を行う「ニアネット
シェイプ」製品及び最終製品に要求される性能を素材で実現する「ニアネットパフォーマン
ス」製品を供給できるメーカーへのシフトに向け、新技術・新製品の開発に注力してまいり
ました。
この結果、当連結会計年度の連結業績につきましては、売上高は前期と比べ９億３百万円

(1.8％)増収の492億９千１百万円となりました。損益面につきましては、営業利益は原材
料価格と販売価格のタイムラグによるマージン率の縮小などで、前期と比べ８億７百万円減
益の25億８千万円、経常利益は７億１百万円減益の26億８千５百万円となりました。親会
社株主に帰属する当期純利益は、退職給付制度の変更による特別損失の計上などで、14億
８千万円減益の９億８百万円となりました。
当期の期末配当に関しましては、当期の業績、今後の動向を勘案し、１株につき30円と

させていただきました。
以下、事業別にご報告申しあげます。
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みがき帯鋼事業
冷間圧延ステンレス鋼帯、みがき特殊帯鋼共に、上期は主要顧客である自動車関連の販売

が堅調に推移しました。下期以降は、中国の景気減速の影響を受け、中国国内の自動車需要
が減速しましたが、差別化製品の拡販などで販売影響を最小限に抑えました。
冷間圧延ステンレス鋼帯におきましては、ニッケル、クロム価格下落の影響で、原料コス

ト変動のタイムラグによるマージンが縮小しました。しかし、黒鉛電極や耐火物など副資材
の原料高及びエネルギーコスト高の影響を製品価格の適時是正に努めましたことで損益への
影響を抑制しました。
また、自動車用光モール向け製品は、海外での品質評価を受け、欧米メーカー向け独自鋼

種製品が拡大し数量を伸ばしました。電子部品関連では、スマートフォン向けやゲーム機向
け振動部品、カメラ部品などの高精度ニーズで、板厚厳格、低磁性などの高精密仕様のバネ
材が採用され、収益向上に寄与しました。
みがき特殊帯鋼につきましては、自動車関連では、中国市場におけるオートマチック車ミ

ッションベアリング向け需要が減速しましたが、CASE（Connected（つながる）、
Autonomous（自動運転）、Sharing（共同所有）、Electricity（電動化））関連用途では、
車輪搭載のドライブシステム向けなどで新規受注が決定しております。
以上の結果、みがき帯鋼事業の売上高は、前期と比べ３億５千７百万円（0.9％）増収の

391億７千２百万円となりました。
加工品事業
福島工場取扱製品におきましては、海外向け、特に中国の景気が減速した影響により自動

車用部材及び産業機器の製造装置用部材が減販しましたが、国内インフラ整備向けとして高
速道路の補修工事用部材に当社製品が採用されたことや、当社精密異形鋼の高精度、高品質
が評価されたことにより、信頼性が必要とされる自動車用可変バルブ部品に採用されたこと
に加え、原材料高などのコスト増に対し製品価格を適時に是正したこともあり売上高は増加
しました。
また、自動車駆動部品用高精度異形鋼は、従来製品より厳格な管理が要求される新形状製

品の生産が安定したことに加え、費用削減対策や人員配置の見直しを実施したことにより増
収となりました。
岐阜工場取扱製品におきましては、船舶、建設機械の需要好調によりディーゼルエンジン

向け燃料配管及び予熱装置用精密管の増販に加え、昨年度から量産を開始した自動車向け温
度センサー用精密管、また、海外プラント用の計測機器向け保護管等が増販しました。
さらに、シームレスパイプからの切替え需要の取込みや、素材レベルからの品質管理体制

等を評価していただいた結果、高品質が要求される飲料機器や医療機器の新規顧客に採用さ
れたことで、増収となりました。
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その他にも、グローバルな営業活動の一環として海外供給体制を構築し、日系ユーザーの
タイ現地工場へNIPPON KINZOKU（THAILAND）CO., LTD.経由で精密管の供給を開始
しました。
以上の結果、加工品事業の売上高は、前期と比べ５億４千５百万円（5.6％）増収の101

億１千９百万円となりました。

（2）事業別売上高

事 業

第111期
自 平成
至 平成

29
30
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日

第112期
（当連結会計年度）

自 平成
至 平成

30
31
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日

前 期 比 増 減

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

みがき帯鋼事業 38,814 80.2 39,172 79.4 357 0.9
加 工 品 事 業 9,573 19.7 10,119 20.5 545 5.6
合 計 48,388 100.0 49,291 100.0 903 1.8

（3）設備投資等及び資金調達の状況
当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資等の総額は14億９千１

百万円で、その主なものは、次のとおりであります。
1) 当連結会計年度中に完成した主要設備

当社
板橋工場 冷間圧延ステンレス鋼帯の製造設備（みがき帯鋼事業）
福島工場 高精度異形鋼の製造設備 （加 工 品 事 業）
なお、設備投資資金は自己資金で賄いました。

2) 当連結会計年度継続中の主要設備新設、拡充
当社
板橋工場 冷間圧延ステンレス鋼帯の製造設備（みがき帯鋼事業）
福島工場 高精度異形鋼の製造設備 （加 工 品 事 業）
なお、設備投資資金は自己資金で賄いました。

3) 重要な固定資産の売却、撤去、滅失
該当事項はありません。
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（4）対処すべき課題
わが国経済は、雇用・所得環境は足下は改善されているものの、外需の減速や設備投資の

伸びの鈍化などが懸念されます。海外におきましては、保護主義的な通商政策や英国のＥＵ
離脱問題など、世界経済に影響を及ぼしかねない不安定要素により、先行き不透明な状況が
続くことが予想されます。また、為替相場の変動や資材、物流、エネルギーコストの動向も
見通し難い状況にあり、引き続き注視していく必要があります。長期的には、産業構造の変
化や国際競争の激化、少子高齢化による労働力人口の減少など、今後も企業経営にとって厳
しい環境が続くものと思われます。
このような中で、当社グループは、平成29年度から３ヵ年の第10次中期経営計画二年目

である当期第112期を終え、最終年度となる第113期を迎えました。今期においては、更な
る成長に繋げていくために、考え方や行動を「点」から「面」へと領域を広げ、更には立体
的に掘り下げていく「球」へと展開し、相手先の事業や製品、機能の全体像を把握すること
で、情報や関係を深め、集中して行動することにより、更なる成長を実現するよう努めると
共に、引き続き以下の課題に対処してまいります。

1) パートナーとの連携による高収益事業の創出
自動車用光モール向けステンレスや自動車用高精度異形鋼の増産対応や生産性向上によ

る成長市場での拡販、自動車用小中径厚肉管や極薄電磁鋼帯の高効率モーター用途などで
の新事業の創出を加速させてまいります。

2) 事業の変革と強化を担う人材の育成と成長
事業を支え礎となる人員の採用、能力開発や技能伝承の促進などにより、新たな事業の

創出を担う人材の確保及び育成を推進してまいります。
3) 成長市場を機敏に捉えたグローバル展開

タイ、マレーシアのコイルセンター機能を強化するとともに、インド市場へのステンレ
ス拡販なども見据え、成長市場を捕捉してまいります。

4) グループの連携強化による総合力の発揮
グループ全体の更なる収益向上体制を構築することで、グループ総合力を向上させてま

いります。

また、企業統治のありかたについては、選択しうる機構やその運用について、そのときど
きに最適な状態を目指し取り組んでまいります。
当社グループを取り巻く環境は厳しい状況が続いておりますが、これらの課題を実行・実

現し、揺るぎない収益基盤の確立を目指し活動してまいりますので、株主の皆様におかれま
しては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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（5）財産及び損益の状況の推移
　

区 分
第109期

自 平成27年４月１ 日
至 平成28年３月31日

第110期
自 平成28年４月１ 日
至 平成29年３月31日

第111期
自 平成29年４月１ 日
至 平成30年３月31日

第112期
(当連結会計年度)
自 平成30年４月１ 日
至 平成31年３月31日

売 上 高 (百万円) 43,493 44,020 48,388 49,291
経 常 利 益 (百万円) 923 1,675 3,386 2,685
親会社株主に帰属
する当期純利益 (百万円) 665 1,343 2,389 908

１株当たり当期純利益 (円)(※1) 99.38 200.64 356.95 135.75
総 資 産 (百万円) 58,356 59,881 (※２)63,607 61,885

　

※１ 平成28年10月１日に10株を１株とする株式併合を実施したため、１株当たり当期純利益の金額は、第
109期の期首に当該株式の併合が実施されたものと仮定し、算定しております。

※２ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当連結会計
年度の期首から適用しており、前連結会計年度末の総資産は、当該会計基準等を遡って適用した後の金額
となっております。

（6）重要な子会社の状況
重要な子会社、関連会社の状況

　

会 社 名 資 本 金 当 社 の
議決権比率 主要な事業内容

日金スチール株式会社
百万円 ％

冷間圧延ステンレス鋼帯・みがき特殊帯鋼の販売300 100.0

日金精整テクニックス株式会社 250 100.0
(※１) 鋼材の切断加工及び梱包

日金電磁工業株式会社 60 100.0 電磁機器・磁性材料の製造及び販売

NIPPON KINZOKU
（THAILAND）CO., LTD.

百万タイバーツ 99.9
(※２) 冷間圧延ステンレス鋼帯の販売116

NIPPON KINZOKU
（MALAYSIA）SDN. BHD.

百万マレーシアリンギット 100.0 冷間圧延ステンレス鋼帯の販売5
　

※１ 発行済株式総数の97.2％を当社が保有し、2.8％を日金スチール㈱が保有しております。
※２ 発行済株式総数の92.9％を当社が保有し、7.0％を日金スチール㈱が保有しております。
※３ NIPPON KINZOKU（SINGAPORE）PTE. LTD.は平成29年7月31日付をもって解散を決議し、当連結会

計年度に清算結了したため、連結子会社から除外しております。

上記に掲げた重要な子会社を含め６社が連結子会社であり、持分法適用関連会社は１社で
あります。

宝印刷株式会社 2019年05月28日 16時07分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 7 ―

（7）主要な事業内容
　

事 業 主 要 製 品
み が き 帯 鋼 事 業 冷間圧延ステンレス鋼帯、みがき特殊帯鋼、マグネシウム合金帯の製造及び販売
加 工 品 事 業 型鋼・精密異形鋼等ロール成形品、ステンレス精密細管、電磁製品の製造及び販売

（8）主要な営業所及び工場
① 当社
　

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地
本 社 事 務 所 東 京 都 港 区 板 橋 工 場 東 京 都 板 橋 区
大 阪 支 店 大 阪 市 中 央 区 岐 阜 工 場 岐 阜 県 可 児 市
名古屋営業所 名 古 屋 市 中 区 福 島 工 場 福 島 県 白 河 市

② 重要な子会社
　

名 称 本 社 所 在 地 名 称 本 社 所 在 地
日 金 ス チ ー ル 株 式 会 社 東 京 都 港 区 NIPPON KINZOKU（THAILAND）CO., LTD. タ イ 王 国
日金精整テクニックス株式会社 東京都板橋区 NIPPON KINZOKU（MALAYSIA）SDN. BHD. マ レ ー シ ア
日 金 電 磁 工 業 株 式 会 社 埼玉県川口市

（9）従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況
　

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減
882名 8名増

② 当社従業員の状況
　

従 業 員 数 前期末比増減 平均年令 平均勤続年数
572名 26名増 41.1才 17.7年

　

（注） 上記従業員数には、出向社員及び臨時従業員は含まれておりません。

（10）主要な借入先
　

借 入 先 借入金残高
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 5,019百万円
株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 2,987百万円
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２．会社の株式に関する事項
① 発行可能株式総数 24,000,000株
② 発行済株式総数 6,694,561株 （自己株式5,439株を除く）
③ 株主数 4,917名 （うち、単元株主数4,478名）
④ 大株主
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

新 日 鐵 住 金 ス テ ン レ ス 株 式 会 社 872,500 13.0
日 本 金 属 取 引 先 持 株 会 492,800 7.3
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社(信託口) 379,100 5.6
伊 藤 忠 丸 紅 鉄 鋼 株 式 会 社 378,750 5.6
Ｊ Ｆ Ｅ 商 事 株 式 会 社 282,000 4.2
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 188,300 2.8
DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 166,500 2.4
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社(信託口４) 163,900 2.4
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100,000 1.4
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社(信託口５) 91,400 1.3

　

（注） 1．持株比率は自己株式（5,439株）を控除して計算しております。
2．新日鐵住金ステンレス株式会社は、平成31年4月1日付で、日本製鉄グループの事業再編に伴い、商号
を日鉄ステンレス株式会社に変更しております。

３．会社の新株予約権に関する事項
（1）当事業年度末日における新株予約権の状況

該当事項はありません。

（2）当事業年度中に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。

宝印刷株式会社 2019年05月28日 16時07分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 9 ―

４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等
地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 平 石 政 伯
代 表 取 締 役
取 締 役 社 長 下 川 康 志

取締役副社長 根 本 惠 央 社長補佐、生産本部長
常 務 取 締 役 大 西 敏 夫 管理本部長、管理本部購買部門長
常 務 取 締 役 原 田 喜 弘 技術本部長
常 務 取 締 役 山 下 匡 史 開発・営業本部長、開発・営業本部営業部門長

取 締 役 小 川 和 洋 小川和洋会計事務所代表、東京日産コンピュータシステム株式会社社外監
査役、株式会社ハナツアージャパン社外監査役

監査役 (常勤 ) 白 鳥 栄 次
監 査 役 谷 学 新日鐵住金ステンレス株式会社執行役員企画部長
監 査 役 鶴 岡 通 敏 高千穂交易株式会社社外取締役

　

（注） 1．取締役小川和洋氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2．取締役小川和洋氏につきましては、東京証券取引所に対して独立役員として届け出ております。
3．監査役谷学及び鶴岡通敏の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
4．監査役鶴岡通敏氏は、株式会社みずほ銀行及びその前身の株式会社富士銀行において銀行業務に約30
年間携わり、株式会社みずほ銀行常務執行役員を歴任するなど、財務及び会計に関する相当程度の知
見を有するものであります。また、同氏につきましては、東京証券取引所に対して独立役員として届
け出ております。

5．監査役谷学氏の重要な兼職先である新日鐵住金ステンレス株式会社は、平成31年4月1日付で、日本製
鉄グループの事業再編に伴い、商号を日鉄ステンレス株式会社に変更しており、谷学氏は同社の執行
役員企画部長に就任しています。

6．平成31年４月１日付で以下のとおり取締役の担当に異動がありました。
（地位） （氏名） （担当）
常務取締役 山下匡史 開発・営業本部長

（2）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額
取締役７名 174,000千円（うち社外１名 4,800千円）
監査役４名 21,360千円（うち社外３名 6,360千円）
（注） 上記の監査役の支給人員には、平成30年６月28日開催の第111期定時株主総会の終結の時をもっ

て退任した監査役１名を含んでおります。
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（3）社外役員に関する事項
① 社外取締役 小川和洋氏
ア．重要な兼職先と当社の関係

小川和洋会計事務所、東京日産コンピュータシステム株式会社及び株式会社ハナツア
ージャパンと当社との間には特別の利害関係はありません。

イ．主な活動状況
当事業年度の取締役会16回のうち16回（100.0％）出席し、必要に応じ、公認会計

士及び会計事務所経営者並びに他社社外監査役として有する豊富な知見から適宜発言を
行っております。

② 社外監査役 谷学氏
ア．重要な兼職先と当社の関係（※）

新日鐵住金ステンレス株式会社は、当社の大株主であり、また、当社は同社から原材
料の一部を仕入れております。
イ．主な活動状況

当事業年度開催の取締役会16回のうち13回（81.2％）、監査役会17回のうち15回
（88.2％）出席し、必要に応じ、主に他社の重要な使用人として有する豊富な知見から
適宜発言を行っております。

③ 社外監査役 鶴岡通敏氏
ア．重要な兼職先と当社の関係
高千穂交易株式会社と当社との間には特別の利害関係はありません。

イ．主な活動状況
当事業年度の鶴岡氏の監査役就任後に開催された取締役会12回のうち12回（100.0

％）、監査役会12回のうち12回（100.0％）出席し、必要に応じ、銀行業務経験者及び
銀行経営者並びに一般事業会社経営者として培った豊富な経営、会計に関する知見から
適宜発言を行っております。

　 ※ 新日鐵住金ステンレス株式会社は、平成31年4月1日付で、日本製鉄グループの事業再編に伴い、商号
を日鉄ステンレス株式会社に変更しております。
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５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

三優監査法人

（2）責任限定契約の概要
該当事項はありません。

（3）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額

39,000千円
② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

39,000千円
（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の額

を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等を含めております。

（4）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
当社監査役会は、当事業年度の会計監査人の報酬等の額について、取締役、社内関係部署

及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の監査計画の内
容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積もりの算出根拠などの検討を行った結
果、適切であると判断し、会社法第399条に基づき審議のうえ、同意を行っています。

（5）当社に対する会計監査人の対価を伴う非監査業務の内容
該当事項はありません。

（6）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社の都合による他、会計監査人に法令違反や公序良俗に反する行為等があり、会計監査

人が継続してその職責を全うすることにつき疑義が生じた場合は、監査役会にて解任又は不
再任することの検討を行います。監査役会は、解任又は不再任することを監査役会で決定し
た場合は、取締役会にその解任又は不再任を株主総会の議案とすることを請求いたします。

（7）重要な連結子会社の計算関係書類の監査に関する事項
当社の重要な連結子会社のうち、NIPPON KINZOKU（THAILAND）CO., LTD.及び

NIPPON KINZOKU（MALAYSIA）SDN. BHD.は、当社の会計監査人以外の公認会計士又
は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有するものを含む。）の監査（会
社法又は金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む。）の規定によるもの
に限る。）を受けております。
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６．会社の体制及び方針
（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制及びその運用状況
当社は、取締役会におきまして業務の適正を確保するための体制を以下のとおり定め、効

果的なシステムの構築を目指し活動を行っております。
内部統制システムの基本方針
１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制構築に関す
る基本方針
１）取締役会は法令遵守マニュアル整備の統括並びに職務執行に伴う法令・定款の遵守
状況の検証及びより良い遵守体制の整備を行う代表取締役を委員長とするコンプライ
アンス委員会を設置する。
２）各取締役は執行する職務が法令遵守マニュアル及び定款と照らして適法性・妥当性
に疑義がないことを確認したのち当該職務を執行する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制構築に関する基本方針
取締役会は取締役の職務を①取締役会にて執行を報告すべき事項、②稟議により処理

すべき事項、③前両者に属しない事項で文書（紙文書によるもの又は電磁的文書による
もの。以下、同じ。）に記録し保存すべき職務の三項目に区分し以下の取扱いを行う。
①に関する事項は、法令及び取締役会規則に従い議事録に記載し、法令及び文書保存
に関する内部規程類に基づき保存・管理を行う。
②に関する事項は、稟議規程に従い稟議された文書を法令及び文書保存に関する内部
規程類に基づき保存・管理を行う。
③に関する事項は、部門業務規程類を各取締役が整備し、①及び②に該当しない事項
で部門業務規程類に基づく業務の執行に関する文書を法令及び文書保存に関する内部
規程類に基づき保存・管理を行う。

３．損失の危険の管理に関する規定その他の体制構築に関する基本方針
１）各取締役は業務遂行に際し想定されうる損失の危険の洗い出しを実施し、取締役会
にて全社的な損失の危険の存在に係る情報を共有する。
２）各取締役は共有する損失の危険を極小化するための規程類の整備を行う。
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制構築に関する基本
方針
１）企業理念・経営方針を基盤として策定する中期経営計画及び年度経営計画に基づく
職務の遂行にあたり、各取締役は実行組織をして目標達成に努めさせ、毎月１回以上
開催する取締役会で、また取締役会のもとに設置し毎月２回以上開催する執行役員会
にて必要に応じて、定期的に進捗状況ほか共有すべき情報の報告を行う。
２）業務執行の統制については取締役会規則に定める事項及びその付議基準を遵守し、
議題に関する十分な資料が配付される体制を構築する。
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５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制構築に関す
る基本方針
１）使用人が法令遵守マニュアル及び定款に従い職務執行する体制を強化するために、
取締役会はコンプライアンス担当取締役を任命する。
２）各コンプライアンス担当取締役はコンプライアンス委員としてコンプライアンス委
員会に所属し、取締役会及び監査役への法令・定款遵守状況の報告体制の確立並びに
業務執行部門への法令遵守マニュアルの整備及び法令遵守体制整備指導命令の責任を
連帯して持つ。
３）各コンプライアンス担当取締役は、使用人が法令・定款に違反する行為を発見した
場合の報告体制としての内部通報制度の周知と充実を図る。

６．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す
るための体制構築に関する基本方針
１）当会社の取締役又は重要な使用人を子会社の取締役又は監査役として派遣しその経
営に参画することで個々の子会社の業務の適正性確保に努める。
２）国内の子会社については毎月１回以上、各社経営者に業務の遂行状況を含む経営状
況を報告させ業務遂行状況の適正性を検証する。
３）国外の子会社については毎月１回以上、各社経営者に営業に関する計数の状況報告
書を提出させ、また毎年１回以上業務の遂行状況を含む経営状況を報告させ業務遂行
状況の適正性を検証する。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項に関する基本方針
１）常時１名は業務執行系統から独立した使用人を監査役の職務を補助すべき者として
配置する。
２）実効ある監査体制確立のために、監査役より補助すべき使用人設置（増員）を求め
られた場合は、特段の事情がない限りその求めに応じることとする。

８．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
１）業務執行系統から独立した部署として監査役室を設置し、当該使用人はそこに所属
させる。
２）当該使用人は監査役以外の会社機関からいかなる指示命令にも服させないことを代
表取締役は保証する。

９．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する
体制
取締役及び使用人は監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて以下の

必要な報告及び情報の提供を行う。
①当社の内部統制システム運用に関する部門の活動状況
②内部監査部門の活動状況
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③業績及び業績見通しの発表内容その他証券取引所等への適時開示書類の内容
④内部通報制度の運用及び通報の内容
⑤稟議書及び監査役より請求された会議議事録の回覧・配付

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
１）代表取締役と各監査役との定期的な会合を持ち意見交換を行い、意思の円滑な疎通
に努める。
２）常勤の監査役には執行役員会、経営会議その他の重要な会議への出席を要請すると
共に主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を回覧し、必要に応じ或いは要
望に応じて取締役又は使用人から説明を行う。
３）監査役監査制度との有機的な結びつきを深めるべく内部監査制度の充実を図り監査
体制の充実に努める。

業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社では、「内部統制システムの基本方針」に基づき、業務の適正を確保するため

の体制の整備とその適切な運用に努めており、当連結会計年度における運用状況の概
要は以下のとおりです。
当社は、取締役会を16回、監査役会を17回、「コンプライアンス委員会」を３回開

催いたしました。取締役会では、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役の職務
執行の適正性及び効率性を高めるために、第108期定時株主総会において当社と特別
な利害関係を有しない社外取締役を選任しており、同社外取締役は被選任後の取締役
会すべてに出席しております。
子会社については、「関連会社管理規程」に基づき、株主総会付議事項や事業計画

などについて管理本部長の決裁を義務付け、当社内部統制部門による内部監査を行
い、また、月１回の「関係会社月次報告会」、年２回の「関係会社社長会」で必要事
項の通知や情報交換を行い、適正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現
に努めております。
監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うと共に、取締役社

長及び他の取締役、内部統制部門、会計監査人との間で意見交換を実施し、情報交換
を含め連携を図っております。常勤の監査役については、主要な稟議書の回付を受
け、取締役及び使用人の職務の執行状況を監査すると共に、コンプライアンス委員会
など重要な会議に出席し、必要な場合には意見を述べております。
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（2）株式会社の支配に関する基本方針
１．基本方針

上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められてお
り、当社の株式に対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった場合において
も、当社といたしましては、一概に否定するものではなく、最終的には株主の皆様の自
由な意思により判断されるべきであると考えます。
しかしながら、当社株式の大規模な買付や買付提案の中には、その目的等から見て企

業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却
を強要するおそれのあるもの、対象会社の取締役会や株主が買付の条件等について検討
し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供し
ないものなど、不適切なものも少なくありません。
当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、

企業価値のさまざまな源泉、当社を支える関係者との信頼関係を十分に理解し、当社の
企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならない
と考えております。従いまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれの
ある不適切な大規模買付提案又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業
の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。
２．基本方針の実現に資する取組み

当社では、株主、投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当
社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための取組みとして、以下の施策を
実施しております。この取組みは、上記１．の基本方針の実現に資するものと考えてお
ります。
「中期３ヵ年経営指針」等による企業価値向上への取組み
当社では、「日本金属グループは、圧延事業とその加工品事業を中核に、新しい価値

の創造を推進し、広く社会に貢献します。」を企業理念とし、この理念のもと、原点に
立ち返りながら、創業者の情熱を持って新しい事業・仕事に取組み（新創業期）、当社
グループの一人ひとりがステークホルダーとの連携を深め、高収益事業の創出（成長）
を目指すことで、新しい価値を生み続けることができる魅力のある会社となるために、
平成29年度から、「『成長と連携』～新創業期～ 圧延・加工技術を原点に新しい
NIPPON KINZOKUへ」をメインスローガンとし、
１．パートナーとの連携による高収益事業の創出
２．事業の変革と強化を担う人材の育成と成長
３．成長市場を機敏に捉えたグローバル展開
４．グループの連携強化による総合力の発揮
を基本方針とする第10次中期経営計画（平成29年４月～３ヵ年）を策定し実行してお
ります。
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計画１年目（平成29年度）は、「新たな事業への挑戦」に向け、①パートナーとの連
携による新事業創出、成長製品拡販、②能力開発、人材育成の充実、③重点拡販製品の
グローバル展開、④グループ各社の収益基盤の強化、などの活動に取り組みました。
計画２年目（平成30年度）は、加速する変化に対応し、確実に目標を達成するため、

「情報の深化と共有化」、「中長期的な予測と戦略」、「あらゆる活動のスピードアップ」
を念頭に置きながら、これまで積み上げてきた様々な取り組みを数多く実現するよう努
めました。
第10次中期経営計画最終年度となる今年度は、考え方や行動を「点」から「面」へ

と領域を広げ、更には立体的に掘り下げていく「球」へと展開し、相手先の事業や製
品、機能の全体像を把握することで、情報や関係を深め、集中して行動することで、更
なる成長へ繋げていく年度となるよう努めてまいります。
今後も当社におきましては、中長期的視点に立ち、企業価値の拡大を目指してまいり

ます。また、事業活動の遂行にあたりましては、すべてのステークホルダーから信頼さ
れる企業として、株主価値の向上に努めてまいります。
３．不適切な者による支配防止の取組み

当社の経営にあたっては、幅広いノウハウと豊富な経験、並びに顧客、従業員及び取
引先等の関係者との間に築かれた関係等への十分な理解が不可欠であると考えます。こ
れら当社の事業特性に関する十分な理解なくして、株主の皆様が将来実現することので
きる株主価値を適切に判断することはできないものと思われます。突然大規模買付行為
がなされたときに、株主の皆様が短期間の内に買付に応じるか否かを適切に判断するた
めには、大規模買付者及び取締役会の双方から必要かつ十分な情報が提供されることが
不可欠であり、大規模買付者が考える当社の経営に参画したときの経営方針や事業計画
の内容等は、重要な判断材料であります。同様に、取締役会が当該大規模買付行為につ
いてどのような意見を有しているのかも、株主の皆様にとっては重要な判断材料となる
と考えます。
そこで当社取締役会は、議決権割合を20％以上とすることを目的とする大規模買付

行為を行おうとする者は、事前に株主の皆様の判断のために必要かつ十分な大規模買付
行為に関する情報を取締役会に提供すると共に、それを受けて取締役会としての意見を
形成し、必要に応じて大規模買付提案の条件の改善交渉や株主の皆様に対する代替案の
提示を行うための期間を経たうえで当該行為を行うこととするルールを策定いたしまし
た。このルールが守られない場合や基本方針に照らして不適切な支配により企業価値を
損なうおそれがあると判断される場合は対抗措置を講じることのできる対応策（買収防
衛策）を平成19年３月７日開催の取締役会にて導入し、直近では、平成28年６月29日
開催の定時株主総会におきまして、買収防衛策の期限を本定時株主総会まで継続するこ
とをご承認いただいております。その詳細につきましては、平成28年５月25日付にて
「当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）の継続について」として公表し、
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この開示資料全文を当社ウェブサイトに掲示しております。
（URL https://www.nipponkinzoku.co.jp）
有効期間満了にあたり、本定時株主総会において、対応策（基本的なスキームの変更

はありません。）の継続をお諮りすることとしております。内容につきましては、招集
ご通知に添付の株主総会参考書類をご参照くださいますようお願い申しあげます。
４．上記「３.」の取組みに関する取締役会の判断

取締役会は、上記取組みは、中長期的に企業価値を向上させる者への経営参画を妨げ
るものではなく、不適切な者による会社支配を防止することで、株主の皆様を始めとす
る関係者の利益を確保するためのものであり、基本方針に沿っていると判断しておりま
す。また、取締役会の恣意的な判断を防止するために、対抗策の発動にあたりましては
要件を限定したうえで、業務執行を行う経営陣から独立した社外監査役等で構成する独
立委員会に発動の是非を諮問し、その結果を最大限尊重したうえで行うものとしており
ます。

（3）剰余金の配当等の決定に関する基本方針（会社法第459条第１項の規定による定款第36
条の定めにより取締役会に与えられた権限の行使に関する方針）
当社の利益配分につきましては、安定的かつ継続的な利益の還元を行うことを基本とし、

業績や経済情勢などを勘案し、収益の向上、財務体質の強化を図ると共に、安定的な配当水
準の維持に努めております。
当期の期末配当に関しましては、「１．企業集団の現況（1）事業の経過及びその成果」に

記載いたしましたとおり、１株につき30円といたしました。株主の皆様におかれましては
ご理解賜りますようお願い申しあげます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中に記載されている親会社株主に帰属する１株当たり当期純利益は表示単位未満の端数を

四捨五入して表示し、その他の金額、比率、株数、年令及び年数は表示単位未満の端数を切り捨てて表
示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成31年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） 61,885,574 （負 債 の 部） 40,671,478
流 動 資 産 30,578,800 流 動 負 債 24,431,481
現 金 及 び 預 金 6,423,375 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 12,060,216
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 9,258,237 短 期 借 入 金 8,880,340
電 子 記 録 債 権 4,656,515 リ ー ス 債 務 163,438
商 品 及 び 製 品 4,636,249 未 払 法 人 税 等 465,725
仕 掛 品 4,219,227 賞 与 引 当 金 437,125
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,064,152 返 品 調 整 引 当 金 51,817
そ の 他 324,353 環 境 対 策 引 当 金 11,600
貸 倒 引 当 金 △3,310 そ の 他 2,361,217

固 定 負 債 16,239,996
長 期 借 入 金 10,397,550
リ ー ス 債 務 311,039

固 定 資 産 31,306,774 繰 延 税 金 負 債 8,672
有 形 固 定 資 産 28,063,417 再評価に係る繰延税金負債 3,041,263
建 物 及 び 構 築 物 3,601,532 退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,402,572
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 6,885,988 環 境 対 策 引 当 金 30,550
土 地 16,258,039 資 産 除 去 債 務 38,768
建 設 仮 勘 定 751,597 そ の 他 9,580
そ の 他 566,260

（純資産の部） 21,214,096
株 主 資 本 14,497,055

無 形 固 定 資 産 75,193 資 本 金 6,857,000
資 本 剰 余 金 986,351
利 益 剰 余 金 6,663,725

投資その他の資産 3,168,163 自 己 株 式 △10,021
投 資 有 価 証 券 2,179,728
長 期 貸 付 金 12,485 その他の包括利益累計額 6,717,040
繰 延 税 金 資 産 803,548 その他有価証券評価差額金 707,950
そ の 他 213,007 土 地 再 評 価 差 額 金 5,998,891
貸 倒 引 当 金 △40,606 為 替 換 算 調 整 勘 定 139,679

退職給付に係る調整累計額 △129,480
資 産 合 計 61,885,574 負 債 ・ 純 資 産 合 計 61,885,574

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（自 平成

至 平成
30
31
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高 49,291,736
売 上 原 価 41,262,740
売 上 総 利 益 8,028,996

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,448,778
営 業 利 益 2,580,217

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 78,732
受 取 賃 貸 料 77,105
ス ク ラ ッ プ 売 却 収 入 53,016
そ の 他 47,583 256,438

営 業 外 費 用
支 払 利 息 98,921
賃 貸 費 用 15,816
為 替 差 損 14,172
そ の 他 22,485 151,396
経 常 利 益 2,685,259

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,908
為 替 換 算 調 整 勘 定 取 崩 益 15,402 17,311

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 83,551
減 損 損 失 177,343
会 員 権 評 価 損 260
退 職 給 付 制 度 改 定 損 1,135,025 1,396,179

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,306,390
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 709,515
法 人 税 等 調 整 額 △311,898 397,616
当 期 純 利 益 908,773
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 908,773

　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（自
至

平成
平成

30
31
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
平成30年４月１日残高 6,857,000 986,351 5,955,789 △10,002 13,789,138
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △200,837 △200,837
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 908,773 908,773

自 己 株 式 の 取 得 △19 △19
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） －

連結会計年度中の変動額合計 － － 707,936 △19 707,917
平成31年３月31日残高 6,857,000 986,351 6,663,725 △10,021 14,497,055

その他の包括利益累計額

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

平成30年４月１日残高 946,664 5,998,891 175,297 △512,067 6,608,786 20,397,924
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 － △200,837
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 － 908,773

自 己 株 式 の 取 得 － △19
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） △238,714 △35,618 382,587 108,254 108,254

連結会計年度中の変動額合計 △238,714 － △35,618 382,587 108,254 816,171
平成31年３月31日残高 707,950 5,998,891 139,679 △129,480 6,717,040 21,214,096

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等）
1． 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び会社名
① 連結子会社数 ６社
② 連結子会社名 日金スチール㈱

日金電磁工業㈱
日金精整テクニックス㈱
㈱セフ
NIPPON KINZOKU（THAILAND）CO., LTD.
NIPPON KINZOKU（MALAYSIA）SDN. BHD.

従来、連結子会社でありました、NIPPON KINZOKU (SINGAPORE) PTE. LTD.は
清算結了により、連結の範囲から除外しております。

（2）非連結子会社の会社名
① 非連結子会社数 ２社
② 非連結子会社名 日金ヤマニ㈱

日旌鋼鉄貿易（上海）有限公司
③ 連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、

いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外して
おります。

2． 持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の関連会社の数及び会社名
① 関連会社数 １社
② 関連会社名 播磨電子㈱

（2）持分法を適用していない非連結子会社の会社名
① 持分法非適用会社名 日金ヤマニ㈱

日旌鋼鉄貿易（上海）有限公司
② 持分法を適用していない理由
持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合
う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の
適用範囲から除外しております。
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3． 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、NIPPON KINZOKU (THAILAND) CO., LTD.の決算日は12月

31日であります。
連結計算書類の作成にあたりましては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引につきましては、連結上必要な調整を行っております。
4． 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
子会社株式…………移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
時価のあるもの……期末決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価

差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

時価のないもの……移動平均法に基づく原価法
② デリバティブ………時価法
③ たな卸資産…………主として移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定）
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産………主として定額法

（リース資産を除く） なお、耐用年数及び残存価額については、主として法人税法
に規定する方法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産………定額法
（リース資産を除く） なお、償却年数については、主として法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。
また、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法に
よっております。
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（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

期末現在に有する金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、
一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債
権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
当社及び一部の連結子会社の従業員に対して支給する賞与の
支払に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 返品調整引当金
期末日後に予想される返品クレームに対する損失に備えるた
め、過去の返品率に基づいて将来の損失予想額を計上しており
ます。

④ 環境対策引当金
環境対策を目的とした支出に備えるため、当連結会計年度末
における支出見込額を計上しております。

（4）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
当社及び一部の連結子会社の退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連
結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度より費用処理しております。
(追加情報)
当社及び一部の国内連結子会社は、平成31年３月31日に確定給付企業年金制度を

「退職給付に関する会計基準」第４項に定める確定拠出制度に分類されるリスク分担型
企業年金へ移行しており、「リスク分担型企業年金の会計処理等に関する実務上の取扱
い」（実務対応報告第33号 平成28年12月16日）を適用しております。
これに伴い、特別損失として退職給付制度改定損1,135,025千円を計上しておりま

す。
② 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更に関する注記）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）

等を当連結会計年度から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税
金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
1． 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

有形固定資産 19,287,114千円
（2）上記に対応する債務

短期借入金 5,893,760千円
長期借入金 10,356,260千円

計 16,250,020千円
2． 有形固定資産の減価償却累計額 41,372,769千円
3． 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の
土地の再評価を行い、再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし
て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計
上しております。
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３
号に定める固定資産税評価額に基づき算出しております。
再評価を行った年月日 平成14年３月31日
再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△3,460,080千円
4． 期末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日をもって決済処理
をしております。なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末
日満期手形及び電子記録債権が期末残高に含まれております。

受取手形 548,298千円
電子記録債権 510,215千円
支払手形 180,871千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1． 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式
普通株式 6,700,000株 － 株 － 株 6,700,000株

合計 6,700,000株 － 株 － 株 6,700,000株
自己株式
普通株式 （注） 5,427株 12株 － 株 5,439株

合計 5,427株 12株 － 株 5,439株
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加12株は、単元未満株式の買取りによる増加でありま

す。

2． 配当に関する事項
（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

平成30年５月25日
取締役会 普通株式 200,837 利益剰余金 30 平成30年

３月31日
平成30年
６月29日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と
なるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

令和元年５月24日
取締役会 普通株式 200,836 利益剰余金 30 平成31年

３月31日
令和元年
６月28日
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（金融商品に関する注記）
1． 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。
営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿って
リスク低減を図っております。一部の外貨建て営業債権の為替変動リスクについては、先
物為替予約を利用することでリスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式で
あり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
営業債務である支払手形及び買掛金のうち、外貨建て営業債務の為替変動リスクは、恒
常的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内とすることでリスク低減を図っております。借
入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、固定金利・変
動金利のバランスを勘案し、金利変動リスクの軽減を図っております。

2． 金融商品の時価等に関する事項
平成31年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額（※１） 時価（※１） 差額

（1）現金及び預金 6,423,375 6,423,375 －
（2）受取手形及び売掛金 9,258,237
（3）電子記録債権 4,656,515

貸倒引当金（※２） △3,310
13,911,441 13,911,441 －

（4）投資有価証券 2,059,808 2,059,808 －
（5）支払手形及び買掛金 (12,060,216) (12,060,216) －
（6）短期借入金 (3,620,000) (3,620,000) －
（7）長期借入金（１年内返済予定の

ものを含む） (15,657,890) (15,655,628) (△2,261)

（8）デリバティブ取引（※３)
ヘッジ会計が
適用されていないもの

1,968 1,968 －

（※１） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（※２） 受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に計上している貸倒引当金を控除しておりま

す。
（※３） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については、（ ）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金 並びに（3）電子記録債権

これらはすべて短期決済であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

（4）投資有価証券
投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。

（5）支払手形及び買掛金、並びに（6）短期借入金
これらはすべて短期決済であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

（7）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっております。長期借入金のうち、変動金利
によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異な
っていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額
によっております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金
の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定し
ております。

（8）デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されていないもの
時価の算定方法は、先物為替相場によっております。

（注２）非上場株式及び関係会社株式（連結貸借対照表計上額119,920千円）は、市場価格が
なく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが
極めて困難と認められるため、「（4）投資有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
1． １株当たり純資産額 3,168円86銭
2． １株当たり当期純利益 135円75銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（平成31年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） 52,630,785 （負 債 の 部） 34,461,086

流 動 資 産 23,506,465 流 動 負 債 19,387,685
現 金 及 び 預 金 4,624,484 支 払 手 形 2,913,225
受 取 手 形 2,797,970 買 掛 金 7,148,105
売 掛 金 4,115,487 短 期 借 入 金 1,250,000
電 子 記 録 債 権 4,421,039 １年内返済予定の長期借入金 5,000,000
製 品 1,992,725 リ ー ス 債 務 151,557
仕 掛 品 4,178,679 未 払 金 736,208
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,007,671 未 払 費 用 160,624
前 払 費 用 83,755 未 払 法 人 税 等 348,340
未 収 入 金 261,806 未 払 消 費 税 105,870
短 期 貸 付 金 2,026 預 り 金 30,969
そ の 他 24,318 従 業 員 預 り 金 555,667
貸 倒 引 当 金 △3,500 前 受 収 益 5,209

設 備 支 払 手 形 580,021
賞 与 引 当 金 304,960
返 品 調 整 引 当 金 51,817
環 境 対 策 引 当 金 11,600
そ の 他 33,507

固 定 資 産 29,124,319 固 定 負 債 15,073,400
有 形 固 定 資 産 25,912,722 長 期 借 入 金 10,080,000
建 物 3,201,303 リ ー ス 債 務 271,876
構 築 物 187,190 再評価に係る繰延税金負債 3,041,263
機 械 及 び 装 置 6,715,753 退 職 給 付 引 当 金 1,604,106
車 輌 及 び 運 搬 具 13,507 環 境 対 策 引 当 金 30,550
工 具 器 具 及 び 備 品 504,713 資 産 除 去 債 務 36,024
土 地 14,542,263 長 期 未 払 金 8,680
建 設 仮 勘 定 747,990 そ の 他 900
無 形 固 定 資 産 48,622 （純資産の部） 18,169,699
ソ フ ト ウ ェ ア 42,355 株 主 資 本 11,673,989
そ の 他 6,266 資 本 金 6,857,000
投資その他の資産 3,162,974 資 本 剰 余 金 986,351
投 資 有 価 証 券 1,513,769 資 本 準 備 金 986,351
関 係 会 社 株 式 798,282 利 益 剰 余 金 3,840,660
出 資 金 48,012 利 益 準 備 金 177,487
長 期 貸 付 金 12,485 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,663,172
長 期 前 払 費 用 8,123 繰 越 利 益 剰 余 金 3,663,172
繰 延 税 金 資 産 612,099 自 己 株 式 △10,021
長 期 未 収 入 金 325,442 評価・換算差額等 6,495,709
そ の 他 23,059 その他有価証券評価差額金 496,817
貸 倒 引 当 金 △178,300 土 地 再 評 価 差 額 金 5,998,891

資 産 合 計 52,630,785 負 債 ・ 純 資 産 合 計 52,630,785
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（自 平成

至 平成
30
31
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高 41,249,280
売 上 原 価 35,410,928
売 上 総 利 益 5,838,351

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,124,947
営 業 利 益 1,713,404

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 85,157
受 取 賃 貸 料 223,120
そ の 他 11,542 319,819

営 業 外 費 用
支 払 利 息 82,060
賃 貸 費 用 82,921
そ の 他 53,732 218,714
経 常 利 益 1,814,509

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,908 1,908

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 80,281
退 職 給 付 制 度 改 定 損 931,717
そ の 他 260 1,012,259

税 引 前 当 期 純 利 益 804,158
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 475,580
法 人 税 等 調 整 額 △208,865 266,715
当 期 純 利 益 537,443

　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（自
至

平成
平成

30
31
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

平成30年４月１日残高 6,857,000 986,351 986,351 157,403 3,346,650 3,504,054
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － △200,837 △200,837
剰余金の配当に伴う
利 益 準 備 金 の 積 立 － 20,083 △20,083 －
当 期 純 利 益 － 537,443 537,443
自 己 株 式 の 取 得 － －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） － －
事業年度中の変動額合計 － － － 20,083 316,522 336,606
平成31年３月31日残高 6,857,000 986,351 986,351 177,487 3,663,172 3,840,660

株 主 資 本 評 価・換 算 差 額 等
純資産
合 計自己株式 株主資本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

平成30年４月１日残高 △10,002 11,337,403 650,774 5,998,891 6,649,665 17,987,068
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △200,837 － △200,837
剰余金の配当に伴う
利 益 準 備 金 の 積 立 － － －
当 期 純 利 益 537,443 － 537,443
自 己 株 式 の 取 得 △19 △19 － △19
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） － △153,956 △153,956 △153,956
事業年度中の変動額合計 △19 336,586 △153,956 － △153,956 182,630
平成31年３月31日残高 △10,021 11,673,989 496,817 5,998,891 6,495,709 18,169,699

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1． 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式………………移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
時価のあるもの………期末決算日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価

差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

時価のないもの………移動平均法に基づく原価法
（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法………移動平均法に基づく原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）
2． 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産………定額法

（リース資産を除く） なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっております。

（2）無形固定資産………定額法
（リース資産を除く） なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。
また、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における
利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によ
っております。

3． 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

期末現在に有する金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、
一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権
等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支払に充てるため、支給見込額
に基づき計上しております。
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（3）返品調整引当金
期末日後に予想される返品クレームに対する損失に備えるため、
過去の返品率に基づいて将来の損失予想額を計上しております。

（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、期末において発生していると認め
られる額を計上しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法
により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理して
おります。
(追加情報)
当社は、平成31年３月31日に確定給付企業年金制度を「退職給
付に関する会計基準」第４項に定める確定拠出制度に分類される
リスク分担型企業年金へ移行しており、「リスク分担型企業年金の
会計処理等に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第33号 平成
28年12月16日）を適用しております。
これに伴い、特別損失として退職給付制度改定損931,717千円
を計上しております。

（5）環境対策引当金
環境対策を目的とした支出に備えるため、当事業年度末におけ
る支出見込額を計上しております。

4． その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における
これらの会計処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更に関する注記）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）
等を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示
し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

（貸借対照表に関する注記）
1． 担保に供している資産

有 形 固 定 資 産 17,532,533千円
上記に対応する債務

１年内返済予定の長期借入金 5,000,000千円
長 期 借 入 金 10,080,000千円

計 15,080,000千円
2． 有形固定資産の減価償却累計額 39,740,892千円
3． 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

関係会社に対する短期金銭債権 4,245,200千円
関係会社に対する長期金銭債権 289,142千円
関係会社に対する短期金銭債務 410,019千円

4． 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の
土地の再評価を行い、再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし
て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計
上しております。
再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３
号に定める固定資産税評価額に基づき算出しております。
再評価を行った年月日 平成14年３月31日
再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△3,460,080千円
5． 受取手形裏書譲渡高 35,000千円
6． 期末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日をもって決済処理
をしております。なお、当事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満
期手形及び電子記録債権が期末残高に含まれております。
受取手形 548,298千円
電子記録債権 508,339千円
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（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高 売 上 高 13,286,220千円

仕 入 高 2,523,193千円
販売費及び一般管理費 416,605千円
営業取引以外の取引高 202,306千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
普通株式 5,439株
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（税効果会計に関する注記）
1． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 55,485千円
退職給付引当金 761,591千円
投資有価証券・出資金評価損 185,343千円
賞与引当金 93,073千円
返品調整引当金 15,814千円
環境対策引当金 12,864千円
棚卸資産評価損 87,610千円
未払費用 14,042千円
未払事業税 26,108千円
減損損失 40,436千円
資産除去債務等 14,482千円
その他 26,556千円
繰延税金資産小計 1,333,410千円
評価性引当額 △269,330千円
繰延税金資産合計 1,064,079千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 215,033千円
退職給付信託設定益 233,980千円
その他 2,966千円
繰延税金負債合計 451,980千円
差引：繰延税金資産の純額 612,099千円
再評価に係る繰延税金資産
土地再評価差額金 282,208千円
評価性引当額 △282,208千円
繰延税金資産合計 －
再評価に係る繰延税金負債
土地再評価差額金 3,041,263千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
1． 親会社及び法人主要株主等

属性 会社名 議決権等の
被所有割合

関係内容
取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)役員の

兼任等 事業上の関係

法人主要
株 主

新日鐵住金
ステンレス㈱

（被所有）
直 接
13％

― ステンレス鋼帯の
購入

ステンレス鋼帯の
購入 9,098,822 買掛金 3,836,973

（注）1 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

2 取引条件ないし取引条件の決定方針等
新日鐵住金ステンレス㈱からの原材料の購入は、NSステンレス㈱、伊藤忠丸紅鉄鋼㈱、その他３社を
経由して購入しており、取引金額等は商社に対する会計帳簿の取引に基づいて記載しております。な
お、価格は市場の実勢価格で決定しております。

2． 役員及び個人主要株主等
該当事項はありません。

3． 子会社等

属性 会社名 議決権等の
所有割合

関係内容
取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)役員の

兼任等 事業上の関係

子会社 日金スチール㈱ 直 接
100％ ―

冷間圧延ステンレ
ス鋼帯及びみがき
特殊帯鋼の販売

冷間圧延ステンレ
ス鋼帯及びみがき
特殊帯鋼の販売

11,643,909

受取手形 1,783,822

売 掛 金 694,507
電子記録
債 権 982,454

（注）1 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

2 取引条件ないし取引条件の決定方針等
価格は市場の実勢価格で決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）
1． １株当たり純資産額 2,714円10銭
2． １株当たり当期純利益 80円28銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
令和元年５月15日

日 本 金 属 株 式 会 社
取締役会 御中

三 優 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 野 村 聡 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 森 田 聡 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本金属株式会社の平成30年４月１日から平成
31年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本金属株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
令和元年５月15日

日 本 金 属 株 式 会 社
取締役会 御中

三 優 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 野 村 聡 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 森 田 聡 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本金属株式会社の平成30年４月１日から
平成31年３月31日までの第112期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は、平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第112期事業年度の取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、監査役全員の一致した意見として、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みにつ
いては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。
④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。
④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方
針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118
条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうもので
はなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和元年５月17日
日本金属株式会社 監査役会
常勤監査役 白 鳥 栄 次 ㊞
社外監査役 谷 学 ㊞
社外監査役 鶴 岡 通 敏 ㊞

　

以 上

宝印刷株式会社 2019年05月28日 16時07分 $FOLDER; 41ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 41 ―

株主総会参考書類
議案及びその参考事項
第１号議案 取締役７名選任の件

本総会終結の時をもって取締役７名全員の任期が満了となりますので、取
締役７名の選任をお願いしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

１
平
ひら
石
いし
政
まさ
伯
のり

（昭和21年11月25日生）
再任

昭和44年４月 当社入社
平成13年６月 当社取締役
平成17年４月 当社常務取締役
平成20年４月 当社取締役社長（代表取締役）
平成29年４月 当社取締役会長（現任）

31,600株

２
下
しも
川
かわ
康
やす
志
し

（昭和32年１月29日生）

再任

昭和55年３月 当社入社
平成18年４月 当社鋼帯事業本部鋼帯営業部門東京支店

長
平成21年 4 月 当社鋼帯事業本部鋼帯営業部門副部門長
平成22年４月 当社執行役員

当社鋼帯事業本部鋼帯営業部門長
平成24年４月 当社常務執行役員
平成25年４月 当社管理部門副部門長
平成26年６月 当社常務取締役
平成27年４月 当社管理部門長
平成29年４月 当社取締役社長（代表取締役）（現任）

4,400株

３
根
ね
本
もと
惠
しげ
央
お

（昭和28年１月25日生）

再任

昭和53年２月 当社入社
平成16年４月 当社加工品事業本部加工品製造部門岐阜

工場長
平成18年４月 当社加工品事業本部加工品製造部門福島

工場長
平成19年10月 当社営業開発部門加工品営業開発部長
平成21年４月 当社執行役員

当社管理部門副部門長
当社管理部門総務部長

平成23年４月 当社常務執行役員
平成24年４月 当社管理部門長
平成24年６月 当社常務取締役
平成25年４月 当社加工品事業本部長
平成27年４月 当社専務取締役
平成29年４月 当社取締役副社長（現任）

当社社長補佐（現任）
当社生産本部長（現任）

6,800株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

４
大
おお
西
にし
敏
とし
夫
お

（昭和32年４月19日生）

再任

昭和55年３月 当社入社
平成19年10月 当社加工品事業本部加工品製造部門福島

工場長
平成21年４月 当社営業開発部門加工品営業開発部長
平成23年４月 当社執行役員

当社加工品事業本部加工品製造部門岐阜
工場長

平成25年４月 当社常務執行役員
当社加工品事業本部加工品製造部門長

平成27年４月 当社加工品事業本部副本部長
平成28年４月 当社鋼帯事業本部副本部長

当社鋼帯事業本部購買部門長
平成28年６月 当社常務取締役（現任）
平成29年４月 当社管理本部長（現任）

当社管理本部購買部門長（現任）

2,700株

５
原
はら
田
だ
喜
よし
弘
ひろ

（昭和34年11月２日生）

再任

昭和57年４月 新日本製鐵株式會社（現 日本製鉄株式
会社）入社

平成22年11月 同社名古屋支店自動車商品技術グループ
リーダー

平成24年７月 同社名古屋支店副支店長
平成27年６月 当社入社

当社常務執行役員
当社技術部門副部門長

平成29年４月 当社技術本部長（現任）
平成29年６月 当社常務取締役（現任）

800株

６
山
やま
下
した
匡
まさ
史
し

（昭和36年６月26日生）

再任

昭和59年３月 当社入社
平成21年４月 当社加工品事業本部加工品製造部門福島

工場長
平成25年４月 当社加工品事業本部加工品営業部門加工

品営業部長
平成26年４月 当社執行役員

当社加工品事業本部加工品営業部門長
平成27年４月 当社加工品事業本部加工品営業開発部長
平成28年４月 当社常務執行役員
平成29年４月 当社開発・営業本部長（現任）

当社開発・営業本部営業部門長
平成29年６月 当社常務取締役（現任）

1,200株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

７
小
お
川
がわ
和
かず
洋
ひろ

（昭和34年４月14日生）

再任 社外 独立

昭和63年３月 公認会計士登録
平成16年７月 小川和洋会計事務所開業

同事務所代表（現任）
平成16年11月 税理士登録
平成17年６月 当社社外監査役（平成21年６月退任）
平成20年６月 東京日産コンピュータシステム株式会社

社外監査役（現任）
平成27年６月 当社社外取締役（現任）
平成28年７月 株式会社ハナツアージャパン社外監査役

（現任）

1,000株

　

（注）1． 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2． 小川和洋氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。
3． 小川和洋氏は、人格識見に優れ、公認会計士としての高度な会計知識を有しており、当社社外監査役

経験者であります。また、同氏は平成27年６月26日開催の第108期定時株主総会において、当社の取
締役に選任されて以来、社外取締役として適切な活動・発言を行っております。以上のことから、引
き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。

4． 小川和洋氏の社外取締役就任期間は、本定時株主総会終結の時をもって４年となります。

第２号議案 監査役１名選任の件
監査役谷学氏が本総会開催の時をもって、辞任されるため、監査役１名の

選任をお願いしたいと存じます。
なお、本議案は監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

掛
か け は し ゆ き の り
橋 幸 徳

（昭和40年２月12日生）

新任 社外

平成元年４月 新日本製鐵株式會社（現 日本製鉄株式会社）入
社

平成12年４月 同社財務部財務統括グループマネージャー
平成15年10月 新日鐵住金ステンレス株式会社（現 日鉄ステン

レス株式会社）事業推進部経理グループリーダー
平成21年６月 同社財務部財務室長
平成28年４月 同社財務部長
平成28年６月 高砂鐵工株式会社社外取締役（監査等委員）

（令和元年６月退任予定）
平成31年４月 日鉄ステンレス株式会社財務部長（現任）

0株

（注）1． 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2． 掛橋幸徳氏は社外監査役候補者であります。
3． 掛橋幸徳氏を社外監査役候補者とした理由は、人格識見に優れ、鉄鋼業界の事情に精通しており、当

社監査にあたりその能力を発揮され、監査機能の充実に大いに資するものと考えるためです。
4． 新日鐵住金ステンレス株式会社は、平成31年4月1日付で、日本製鉄グループの事業再編に伴い、商号

を日鉄ステンレス株式会社に変更しております。
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第３号議案 当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）継続の件
当社は、平成19年３月７日開催の取締役会において、「当社株式の大規模
買付行為への対応策」を導入し、直近では平成28年６月開催の第109期定
時株主総会にて、株主の皆様のご承認をいただき継続しておりますが、その
有効期間は、本定時株主総会終結の時までとなっております。
つきましては、買収防衛策（以下、新たに継続する買収防衛策を「本プラ

ン」といいます。）を令和４年６月開催予定の第115期定時株主総会終結の
時までの３年間引き続き継続いたしたく、株主の皆様のご承認をお願いする
ものであります。
本プランへの継続にあたりましては、語句の修正、文言の整理等、軽微な
変更を行っておりますが、基本的なスキームにつきましては現在の買収防衛
策からの変更はありません。
本プランの内容等につきましては以下のとおりとなっております。

本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が
支配されることを防止するための取組み）

１．本プランの目的
本プランは、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び
事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして導入され、継続してきた
買収防衛策を継続するものです。
当社は、当社株式に対する大規模な買付等が行われた場合でも、その目的等が当社の企業

価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、当社の財務及び事業の方
針の決定を支配する者として不適切であると考えるものではありません。また、支配権の移
転を伴う買収提案に応じるかどうかの判断も、最終的には株主の皆様のご意思に基づき行わ
れるべきものと考えております。
しかしながら、株式の大規模な買付等の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株

主共同の利益に対して明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、株主の皆様に株式の売却を
事実上強要するおそれのあるもの、取締役会や株主の皆様が株式の大規模な買付等の内容等
について検討し、あるいは取締役会が代替案を提示するために合理的に必要十分な時間や情
報を提供することのないもの、買付条件等が買付等の対象とされた会社の企業価値ひいては
株主共同の利益に鑑み不十分又は不適当であるもの、買付等の対象とされた会社の企業価値
の維持・増大に必要不可欠なステークホルダーとの関係を破壊する意図のあるもの等、大規
模な買付等の対象とされた会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なく
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ありません。
そこで、当社取締役会は、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場合に、株主

の皆様が適切なご判断をするために、必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一
定の合理的なルールに従って行われることが、企業価値ひいては株主共同の利益に合致する
と考え、以下の内容の大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関する一定のル
ール（以下、「大規模買付ルール」といいます。）を設定し、会社の支配に関する基本方針に
照らして不適切な者によって大規模な買付行為がなされた場合の対応方針を含めた買収防衛
策として、本株主総会における株主の皆様のご承認を条件に、本プランとして継続すること
といたしました。本プランの概要につきましては、別紙１をご参照ください。

２．本プランの対象となる当社株式の買付
本プランの対象となる当社株式の買付とは、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注
２）を20％以上とすることを目的とする当社株券等（注３）の買付行為、又は結果として特
定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（いずれについてもあ
らかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取引、公開買付け等の具体的な買付
方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付
行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）とします。

注１：特定株主グループとは、
（ⅰ）当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者（同法第

27条の23第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。）及びその共同保有者
（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づく共同保有者とみなされる
者を含みます。以下同じとします。）又は、

（ⅱ）当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同法第27条の２
第１項に規定する買付け等をいい、取引所金融商品市場において行われるものを含みます。）を行う者
及びその特別関係者（同法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。）

を意味します。
注２：議決権割合とは、
（ⅰ）特定株主グループが、注１の(ｉ)記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合（金融商品取引法第27

条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者
の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとします。）も加算するもの
とします。）又は、

（ⅱ）特定株主グループが、注１の(ii)記載の場合は、当該大規模買付者及び当該特別関係者の株券等保有割
合（同法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいいます。

各株券等保有割合の算出に当たっては、総議決権の数（同法第27条の２第８項に規定するものをいいま
す。）及び発行済株式の総数（同法第27条の23第４項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、
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四半期報告書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができるものとしま
す。
注３：株券等とは、金融商品取引法第27条の23第１項又は同法第27条の２第１項に規定する株券等を意味

します。

３．独立委員会の設置
大規模買付ルールに従って一連の手続きが進行されたか否か、あるいは大規模買付ルール

が遵守された場合でも、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著
しく損なうものであることを理由として対抗措置を講じるか否かについては、当社取締役会
が最終的な判断を行いますが、本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断が
なされることを防止し、その判断の客観性及び合理性を担保するため、独立委員会を設置い
たします（独立委員会規程の概要につきましては、別紙２をご参照ください。）。独立委員会
の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営
陣から独立している社外取締役または社外監査役から選任します。また、必要に応じて社外
有識者(注)からの選任も視野に入れております。なお、本プラン継続時における独立委員会
の委員は、別紙３「独立委員会の委員略歴」に記載の3名が就任する予定であります。
当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対し対抗措置の発動の是非につ

いて諮問し、独立委員会は当社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上の観点から大規模
買付行為について慎重に評価・検討の上で当社取締役会に対し対抗措置を発動することがで
きる状態にあるか否かについての勧告を行うものとします。当社取締役会は、独立委員会の
勧告を最大限尊重した上で対抗措置の発動について決定することとします。独立委員会の勧
告内容については、その概要を適宜公表することといたします。
なお、独立委員会の判断が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するようにな

されることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、必要に応じて独立した外部専
門家（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他外部
の専門家）等の助言を得ることができるものとします。

注：社外有識者とは、
過去に当社又は当社の子会社の取締役、会計参与もしくは執行役又は支配人その他の使用人とな
ったことがない者であり、経営経験豊富な企業経営者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公
認会計士、会社法等を主たる研究対象とする学識経験者、又はこれらに準ずる者をいいます。

４．大規模買付ルールの概要
（1）大規模買付者による意向表明書の当社への事前提出

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、大規模買付行為又は大規模買付
行為の提案に先立ち、まず、当社代表取締役宛に、大規模買付ル ールに従う旨の法的拘束

宝印刷株式会社 2019年05月28日 16時07分 $FOLDER; 47ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



― 47 ―

力を有する誓約文言を含む以下の内容等を日本語で記載した意向表明書をご提出いただきま
す。
① 大規模買付者の名称、住所
② 設立準拠法
③ 代表者の氏名
④ 国内連絡先
⑤ 提案する大規模買付行為の概要等
⑥ 本プランに定められた大規模買付ルールに従う旨の誓約

当社取締役会が、大規模買付者から意向表明書を受領した場合は、速やかにその旨及び必
要に応じ、その内容について公表いたします。

（2）大規模買付者からの必要情報の提供
当社取締役会は、上記４．(1)の意向表明書を受領した日の翌日から起算して10営業日以

内に株主の皆様の判断及び取締役会としての意見形成のために提供いただくべき必要かつ十
分な情報（以下、「本必要情報」といいます。）のリストを大規模買付者に対して交付いたし
ます。大規模買付者には、当該リストに従い、本必要情報を当社取締役会に書面で提出して
いただきます。本必要情報の一般的な項目は以下のとおりです。その具体的内容は大規模買
付者の属性及び大規模買付行為の内容によって異なりますが、いずれの場合も株主の皆様の
ご判断及び当社取締役会としての意見形成のために必要かつ十分な範囲に限定するものとし
ます。

①大規模買付者等及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及び組合員(ファンドの場
合）その他の構成員を含みます。）の詳細（名称、事業内容、経歴又は沿革、資本構成、
財務内容等を含みます。）

②大規模買付行為の目的、方法及び内容（大規模買付行為の対価の価額・種類、大規模買
付行為の時期、関連する取引の仕組み、大規模買付行為の方法の適法性、大規模買付行
為の実現可能性等を含みます。）

③大規模買付行為における買付価格の算定根拠（算定の前提となる事実、算定方法、算定
に用いた数値情報及び大規模買付行為に係る一連の取引により生じることが予想される
相乗効果の内容を含みます。）

④大規模買付行為における買付資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）
の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。）

⑤大規模買付行為の完了後に想定している当社及び当社グループの役員候補(当社及び当
社グループ事業と同種の事業についての経験等に関する情報を含みます)、当社及び当
社グループの経営方針、事業計画、財務計画、資本政策及び配当政策等
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⑥大規模買付行為の完了後における当社及び当社グループの顧客、取引先、従業員等のス
テークホルダーと当社及び当社グループとの関係に関しての変更の有無及びその内容

当社取締役会は、大規模買付ルールの迅速な運用を図る観点から、必要に応じて、大規模
買付者に対し情報提供の期限を設定することがあります。ただし、大規模買付者から合理的
な理由に基づく延長要請があった場合は、その期限を延長することができるものとします。
当初提供していただいた情報を精査した結果、それだけでは不十分と認められる場合に

は、当社取締役会は大規模買付者に対して、適宜合理的な期限を定めた上で（最初に本必要
情報を受領した日から起算して60日を上限とします。)、本必要情報が揃うまで追加的に情
報提供を求めることがあります。
当社取締役会は、本必要情報の全てが大規模買付者から提供されたと判断した場合には、

その旨の通知を大規模買付者に発送するとともにその旨を公表することとします。
また、当社取締役会が本必要情報の追加的な提供を要請したにもかかわらず、大規模買付

者から当該情報の一部について提供が難しい旨の合理的な説明がある場合には、当社取締役
会が求める本必要情報が全て揃わなくても、大規模買付者との情報提供に係る交渉等を打ち
切り、後記(3)の取締役会による評価・検討を開始する場合があります。
当社取締役会に提供された本必要情報は、株主の皆様の判断のために必要であると認めら

れる場合には、当社取締役会が適切と判断する時点で、その全部又は一部を公表いたしま
す。

（3）当社取締役会による評価・検討等
当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会

に対し本必要情報の提供を完了した後、対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当
社全株式の買付の場合は最長60日間、その他の大規模買付行為の場合は最長90日間を当社
取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下、「取締役会
評価期間」といいます。）として設定します。従いまして、大規模買付行為は、取締役会評
価期間の経過後にのみ開始されるものとします。
取締役会評価期間中、当社取締役会は、必要に応じて独立した外部専門家 (ファイナンシ

ャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）等の助言を受
けながら、提供された本必要情報を十分に評価・検討し、独立委員会からの勧告を最大限尊
重したうえで、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ公表いたします。また、必要
に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉することや、
当社取締役会として株主の皆様に対し代替案を提示することもあります。

５．大規模買付行為が為された場合の対応方針
（1）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合
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大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模
買付行為に反対であったとしても、当該買付提案についての反対意見の表明や代替案を提示
することにより、株主の皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対
抗措置は講じません。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆様において、当
該買付提案及び当社が提示する当該買付提案に対する意見や代替案等をご考慮の上、ご判断
いただくことになります。
但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が、例え

ば以下の①から⑤のいずれかに該当し、明らかに濫用目的によるものと認められ、結果とし
て会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく
損なうと当社取締役会が判断する場合には、取締役の善管注意義務に基づき、当社の企業価
値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として必要かつ相当な範囲内で、例外的に新株
予約権の無償割当等、会社法その他の法律及び当社定款上検討可能な対抗措置を講じること
があります。
具体的にいかなる手段を講じるかについては、その時点で当社取締役会が最も適切と判断

したものを選択することとします。当社取締役会が具体的対抗措置として、例えば新株予約
権の無償割当を選択した場合の概要は別紙４に記載のとおりですが、実際に新株予約権の無
償割当をする場合には、議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属さないことを新
株予約権の行使条件とすることや新株予約権者に対して当社株式と引き換えに当社が新株予
約権を取得する旨の取得条項をつけるなど、対抗措置としての効果を勘案した条件を設ける
ことがあります。但し、当社は、この場合において、大規模買付者が有する新株予約権の取
得の対価として金銭を交付することは想定しておりません。

① 真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高値で
株式を会社関係者に引き取らせる目的で当社株式の買収を行っている場合（いわゆるグ
リーンメーラーである場合）

② 当社の経営を一時的に支配して当社または当社グループ会社の事業経営上必要な知的
財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を当該買収者やそのグループ会
社等に移譲させるなど、いわゆる焦土化経営を行う目的で当社株式の買収を行っている
場合

③ 当社の経営を支配した後に、当社または当社グループ会社の資産を当該買収者やその
グループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する予定で当社株式の買収を行って
いる場合

④ 当社の経営を一時的に支配して当社または当社グループ会社の事業に当面関係してい
ない不動産、有価証券など高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的
な高配当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って株式の高
値売り抜けをする目的で当社株式の買収を行っている場合
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⑤ 買付者の提案する当社株式の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収（最初の買付で
当社の全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買収条件を不利に設定し、あるい
は明確にしないで公開買付等による株式の買付を行うことをいいます。）等の、株主の
皆様のご判断の機会又は自由を制約し、株主の皆様に当社株式の売却を事実上強要する
おそれがあると判断された場合

本プランにおいては、上記５．(1)大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、
原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置は講じません。但し、上記のとおり例外的
に対抗措置を発動することについて判断する場合には、その判断の客観性及び合理性を担保
するために、当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発
動の是非について諮問し、独立委員会は対抗措置発動の必要性、相当性を十分検討した上で
上記４．(3)の取締役会評価期間内に勧告を行うものとします。
当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置発動又は不発動につい
て判断を行うものとします。

（2）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合
大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、具体的な買付方法の如何

にかかわらず、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的
として、上記５．(1)で述べた対抗措置を講じることにより、大規模買付行為に対抗する場
合があります。
対抗措置を発動することについて判断するにあたっては、当社取締役会は、独立委員会の

勧告を最大限尊重して、対抗措置の必要性、相当性等を十分検討した上で発動の是非につい
て判断するものとします。
なお、大規模買付ルールを遵守したか否かを判断するにあたっては、大規模買付者側の事

情をも合理的な範囲で十分勘案し、少なくとも本必要情報の一部が提出されないことのみを
もって大規模買付ルールを遵守しないと認定することはしないものとします。

（3）対抗措置発動の停止等について
上記５．(1)又は(2)において、当社取締役会が具体的対抗措置を発動することを決定した

後、当該大規模買付者が大規模買付行為の撤回又は変更を行った場合など対抗措置の発動が
適切でないと当社取締役会が判断した場合には、独立委員会の意見又は勧告を十分に尊重し
た上で、対抗措置の発動の停止等を行うことがあります。例えば、対抗措置として新株予約
権を無償割当する場合において、権利の割当を受けるべき株主が確定した後に、大規模買付
者が大規模買付行為の撤回又は変更を行うなど対抗措置の発動が適切でないと取締役会が判
断した場合には、独立委員会の勧告を受けた上で、新株予約権の効力発生日の前日までの間
は、新株予約権の無償割当を中止することとし、また、新株予約権の無償割当後において
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は、行使期間開始日の前日までの間は、当社が当該新株予約権を無償取得（当社が新株予約
権を無償で取得することにより、株主の皆様は新株予約権を失います。）することにより、
対抗措置発動の停止等を行うことができるものとします。
このような対抗措置発動の停止等を行う場合は、法令及び当社が上場する金融商品取引所

の上場規則等に従い、当該決定について適時・適切に開示します。

６．本プランが株主及び投資家の皆様に与える影響等
（1）大規模買付ルールが株主及び投資家の皆様に与える影響等

本プランにおける大規模買付ルールは、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かをご
判断するために必要な情報や、現に当社の経営を担っている取締役会の意見を提供し、株主
の皆様が代替案の提示を受ける機会を確保することを目的としています。これにより株主の
皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて適切なご判断をする
ことが可能となり、そのことが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の保護につながるも
のと考えます。従いまして、大規模買付ルールの設定は、株主及び投資家の皆様が適切なご
判断を行ううえでの前提となるものであり、株主及び投資家の皆様の利益に資するものであ
ると考えております。
なお、上記５．において述べたとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否

かにより大規模買付行為に対する当社の対応方針が異なりますので、株主及び投資家の皆様
におかれましては、大規模買付者の動向にご注意ください。

（2）対抗措置発動時に株主及び投資家の皆様に与える影響
当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、当社

取締役会が上記５．に記載した具体的な対抗措置を講じることを決定した場合には、法令及
び当社が上場する金融商品取引所の上場規則等にしたがって、当該決定について適時・適切
に開示いたします。
対抗措置の発動時には、大規模買付者等以外の株主の皆様が、法的権利又は経済的側面に

おいて格別の損失を被るような事態は想定しておりません。対抗措置として、例えば新株予
約権の無償割当が行われる場合は、割当期日における株主の皆様は、その保有する株式数に
応じて新株予約権を無償で割当てられることとなります。その後、当社が取得条項を付した
新株予約権の取得の手続きをとる場合には、大規模買付者等以外の株主の皆様は、当社によ
る当該新株予約権の取得の対価として当社株式を受領するため格別の不利益は発生しませ
ん。
なお、独立委員会の勧告を受けて、当社取締役会の決定により当社が当該新株予約権の発

行の中止又は発行した新株予約権の無償取得（当社が新株予約権を無償で取得することによ
り、株主の皆様は新株予約権を失います。）を行う場合には、当社株式の価値の希釈化が生
じることを前提にして売買等を行った株主又は投資家の皆様は、株価の変動により不測の損
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害を被る可能性があります。
大規模買付者等については、大規模買付ルールを遵守しない場合や、大規模買付ルールを

遵守した場合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を
著しく損なうと判断される場合には、対抗措置が講じられることにより、結果的にその法的
権利又は経済的側面において不利益が発生する可能性があります。本プランの公表は、大規
模買付者が大規模買付ルールに違反することがないようにあらかじめ注意を喚起するもので
す。

（3）対抗措置発動に伴って株主の皆様に必要となる手続き
対抗措置として、例えば新株予約権の無償割当が行われる場合には、割当期日において株

主名簿に記録されている株主の皆様は引受けの申込みを要することなく新株予約権の割当て
を受け、また当社が取得条項を付した新株予約権の取得の手続きをとる場合には、新株予約
権の行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による新株予約権の取得の対価として当
社株式を受領することになるため、当該新株予約権に関する申込みや払込み等の手続きは必
要となりません。
但し、この場合当社は、新株予約権の割当てを受ける株主の皆様に対し、別途、ご自身が

大規模買付者等でないこと等を誓約する当社所定の書式による書面のご提出を求めることが
あります。
これらの手続きの詳細につきましては、実際に新株予約権の無償割当を行うことになった

際に、法令及び当社が上場する金融商品取引所の上場規則等に基づき適時・適切に開示いた
します。

７．本プランの適用開始、有効期間、継続及び廃止
本プランは、本株主総会での決議をもって同日より発効することとし、有効期間は、同日

から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会（令和4年6月開催
予定の第115期定時株主総会）終結の時までとします。
また、本プランは、本株主総会において継続が承認された後であっても、①株主総会にお

いて本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、②当社の株主総会で選任された取締役で
構成される取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃
止されるものとします。
また、本プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、企業価値ひいては株主共同の

利益の向上の観点から随時見直しを行い、株主総会の承認を得て本プランの変更を行うこと
があります。このように、当社取締役会において本プランについて継続、変更、廃止等の決
定を行った場合には、その内容を速やかに開示します。
なお、本プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、本プランに関する法令、金融

商品取引所規則等の新設又は改廃が行われ、かかる新設又は改廃を反映するのが適切である
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場合、誤字脱字等の理由により字句の修正を行うのが適切な場合等、株主の皆様に不利益を
与えない場合には、必要に応じて独立委員会の承認を得た上で、本プランを修正し、又は変
更する場合があります。
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本プランの概要 大規模買付行為開始時のフロー

大規模買付者

大規模買付ルール

大規模買付ルールを遵守した場合 大規模買付ルールを遵守しない場合

株主の皆様のご判断

独
立
委
員
会

対抗措置の発動

ルール遵守の場合は
原則 対抗措置は不発動

大規模買付者から
意向表明書の提出

取締役会から
必要情報のリストの提出

大規模買付者から
必要情報の提出

取締役会評価期間
最長60日又は最長90日

企業価値を著しく損な
うと認められる場合

対抗措置発動
を諮問

ルール逸脱を確認

取締役会による発動の判断

対抗措置発動を諮問

発動・不発動を判断勧告

取締役会評価期間を
与えない買付行為

必要な情報を提供
しない買付行為

意向表明書を提出しない
突然の買付行為

勧告
発動・不発動
を判断

・買収提案の検討評価
・取締役会の意見表明
・代替案の提示

取締役会

（別紙１）

（注）本図は、本プランのご理解に資することを目的として、代表的な手続きの流れを図式化したものであり、
必ずしも全ての手続きを示したものではございません。詳細につきましては、本文をご覧ください。
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（別紙２）
独立委員会規程の概要

・独立委員会は当社取締役会の決議により設置する。

・独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執
行を行う経営陣から独立している社外監査役、社外取締役または社外有識者の中から、当社
取締役会が選任する。

・独立委員会は、取締役会から諮問のある事項について、原則としてその決定の内容を、そ
の理由及び根拠を付して取締役会に対して勧告する。なお、独立委員会の各委員は、こうし
た決定にあたっては、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するか否かの観点からこ
れを行うこととする。

・独立委員会は、当社の費用負担により必要に応じて独立した外部専門家（ファイナンシャ
ル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）等の助言を得る
ことができる。

・ 独立委員会決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもってこれを行う。
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（別紙３）
独立委員会の委員略歴

本プラン継続後の独立委員会の委員は、以下の３名を予定しております。

小川 和洋（昭和34年4月14日生まれ）
（略歴）
昭和 63年３月 公認会計士登録
平成 16年７月 小川和洋会計事務所開業

同事務所代表（現任）
平成 16年11月 税理士登録
平成 17年６月 当社社外監査役（平成21年6月退任）
平成 19年３月 当社独立委員会委員（現任）
平成 20年６月 東京日産コンピュータシステム株式会社社外監査役（現任）
平成 27年６月 当社社外取締役（現任）
平成 28年７月 株式会社ハナツアージャパン社外監査役（現任）

鶴岡 通敏（昭和28年11月10日生まれ）
（略歴）
昭和 53年４月 株式会社富士銀行入行
平成 20年４月 株式会社みずほ銀行常務執行役員
平成 21年４月 株式会社みずほプライベートウェルスマネジメント取締役副社長
平成 26年６月 株式会社第一興商常勤監査役
平成 30年６月 高千穂交易株式会社社外取締役（現任）
平成 30年６月 当社社外監査役（現任）
平成 30年６月 当社独立委員会委員（現任）

掛橋 幸徳（昭和40年２月12日生まれ）
（略歴）
平成 元年４月 新日本製鐵株式會社入社
平成 15年10月 新日鐵住金ステンレス株式会社事業推進部経理グループリーダー
平成 28年４月 同社財務部長
平成 28年６月 高砂鐵工株式会社社外取締役（監査等委員）（令和元年６月退任予定）
平成 31年４月 日鉄ステンレス株式会社財務部長（現任）
（注）新日鐵住金ステンレス株式会社は、平成31年4月1日付で、日本製鉄グループの事業再編に伴い、商
号を日鉄ステンレス株式会社に変更しております。

上記、各独立委員と当社との間には、特別の利害関係はありません。
なお、社外取締役小川和洋氏及び社外監査役鶴岡通敏氏は、当社が上場する金融商品取引
所に対し、独立役員として届け出ております。
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（別紙４）
新株予約権無償割当の概要

1. 新株予約権無償割当の対象となる株主及び発行条件
当社取締役会で定める基準日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その所有す
る当社普通株式（但し、当社の所有する当社普通株式を除く。）1株につき1個の割合で新たに
払込みをさせないで新株予約権を割当てる。

2. 新株予約権の目的となる株式の種類及び数
新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的となる株式の総
数は、当社取締役会が基準日として定める日における当社発行可能株式総数から当社普通株式
の発行済株式（但し、当社の所有する当社普通株式を除く。）の総数を減じた株式数を上限と
する。新株予約権1個当たりの目的となる株式の数は当社取締役会が別途定める数とする。但
し、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、所要の調整を行うものとする。

3. 発行する新株予約権の総数
新株予約権の発行総数は、当社取締役会が別途定める数とする。当社取締役会は、複数回に
わたり新株予約権の割当を行うことがある。

4. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額）
各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額）は1円以上で当
社取締役会が定める額とする。

5. 新株予約権の譲渡制限
新株予約権の譲渡による当該新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。

6. 新株予約権の行使条件
議決権割合が20％以上の特定株主グループに属する者（但し、あらかじめ当社取締役会が
同意した者を除く。）でないこと等を行使の条件として定める。詳細については、当社取締役
会において別途定めるものとする。但し、新株予約権の行使が認められない者が有する新株予
約権の取得の対価として金銭を交付することを想定していない。

7. 新株予約権の行使期間等
新株予約権の割当てがその効力を生ずる日、行使期間、取得条項その他必要な事項について

は、当社取締役会が別途定めるものとする。なお、取得条項については、上記6.の行使条件の
ため新株予約権の行使が認められない者以外の者が有する新株予約権を当社が取得し、新株予
約権1個につき当社取締役会が別途定める株数の当社普通株式を交付することができる旨の条
項を定めることがある。
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第４号議案 補欠監査役２名選任の件
本総会開催の時をもって、平成30年６月28日開催の第111期定時株主総

会において選任いただいた補欠監査役角岡伸氏及び補欠社外監査役篭原一晃
氏の選任の効力が失効しますので、あらためて、法令に定める員数を欠くこ
ととなる場合に備え、補欠の監査役２名の選任をお願いしたいと存じます。
補欠の監査役候補者は、次のとおりであり、角岡伸氏は非社外監査役の補

欠の監査役候補者として、篭原一晃氏は、社外監査役のいずれかが欠けた場
合の補欠としての社外監査役候補者であります。
なお、本議案は監査役会の同意を得ております。

　

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴及び重要な兼職の状況 所有する当社

の株式の数

１ 角
つの
岡
おか

伸
しん

（昭和35年３月22日生）
昭和58年３月 当社入社
平成25年４月 当社内部統制室長
平成26年４月 当社監査役室長（現任）

0株

２ 篭
かご
原
はら
一
かず
晃
あき

（昭和42年３月４日生）

平成13年10月 篭原公認会計士事務所開業
同事務所所長（現任）

平成23年６月 ビジネスソリューションパートナーズ株
式会社（現 株式会社企業財務研究所）
設立
同社代表取締役（現任）

平成23年６月 ジーエルサイエンス株式会社社外監査役
平成27年６月 同社社外取締役（監査等委員）（現任）

0株

　

（注）1． 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2． 篭原一晃氏は補欠の社外監査役候補者であり、また、東京証券取引所が定める独立役員の補欠候補者

であります。
3． 篭原一晃氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、人格識見に優れ、公認会計士として高度な会計

知識を有しており、当社監査においても十分にその能力を発揮いただけるものと判断いたしましたこ
とによるものです。

以 上
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

株 主 総 会 会 場
ご 案 内 図

※会場及び近隣には駐車場がありませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

交通機関
のご案内

●JR線でお越しの場合
JR山手線・京浜東北線
「田町駅」三田口（西口）より徒歩5分

●地下鉄でお越しの場合
都営地下鉄 浅草線・三田線
「三田駅」A3出口より徒歩3分

令和元年6月27日（木曜日）午前10時

当社本社事務所 ５階

日 時

東京都港区芝五丁目30番7号
TEL：03-5765-8111（大代表）

会 場

本社

https://www.nipponkinzoku.co.jp/
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